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イ オ ン 株 式 会 社 

 
 

食品食品食品食品のののの自主自主自主自主検査検査検査検査結果結果結果結果をおをおをおをお客客客客さまへさまへさまへさまへ公開公開公開公開いたしますいたしますいたしますいたします    

店頭店頭店頭店頭ででででのののの放射性物質放射性物質放射性物質放射性物質““““ゼロゼロゼロゼロ””””をををを目標目標目標目標にににに検査検査検査検査体制体制体制体制をををを強強強強化化化化    
    

    

 イオンは、お客さまに安心して食品をお買い上げいただくため、生鮮商品や米を中心に

放射性物質に対する自主検査について、対象の拡大・頻度増加など検査体制を強化すると

ともに、今月９日（水）から自主検査した結果を順次、店頭及びホームページにて定期的

に公開することといたしました。 

 

検査の結果、放射性物質が、「イオン基準」を超えて検出された場合は、グループ各社が

運営する全国のＧＭＳ（総合スーパー）「イオン」、「イオンスーパーセンター」、ＳＭ（食

品スーパー）「マックスバリュ」約１,０００店舗において、早急に産地や漁場を変更する

とともに、「イオン基準」を下回ることが確認されるまで当該産地・漁場の商品の販売を見

合わせてまいります。 

 

この度の放射性物質の問題については、お客さまより約６,０００件のご意見をいただく

中で「検査結果を公開して欲しい」とのお声を多数いただいております。イオンは、これ

らのお客さまの声にお応えさせていただくため野菜・果物・米・肉・魚介類の検査結果及

び検査体制について定期的に公開することといたしました。 

当社は、これまで暫定的に「イオン基準」として５０ベクレルを上限とする数値が検出

された場合は、「イオン基準」を下回ることが確認されるまで当該産地・漁場の商品の販売

を見合わせてまいりました。 

今後は、放射性物質“ゼロ”を目標に、検出限界値を超えて検出された場合は、販売を

見合わせることを検討してまいります。 

これまで当社が実施してきた自主検査は、第三者機関によるゲルマニウム半導体検出器

を用いて行ってまいりました。今後の検査についても引き続き第三者機関によるゲルマニ

ウム半導体検出器を用いて行ってまいります。    

※「イオン基準」－厚生労働省が、暫定的に「年５ミリシーベルト」としている放射能セ

シウムの上限を「年１ミリシーベルト」に引き下げる方向で検討していることを受け、

有識者のご意見を踏まえ、野菜・果物・米・肉・魚介類について、１ｋｇあたり５０ベ

クレルを上限とする数値を「イオン基準」として設定。 

    

イオンイオンイオンイオンはははは、、、、今後今後今後今後ももももおおおお客客客客さまにさまにさまにさまに食食食食へのへのへのへの““““安心安心安心安心””””をおをおをおをお届届届届けけけけするためするためするためするため、、、、可能可能可能可能なななな限限限限りりりり情報公開情報公開情報公開情報公開をををを

実施実施実施実施してまいりますしてまいりますしてまいりますしてまいります。。。。    

 

 

「「「「イオンイオンイオンイオンのののの放射性物質放射性物質放射性物質放射性物質にににに関関関関するするするする対応対応対応対応についてについてについてについて」」」」ホームページホームページホームページホームページＵＲＬ：ＵＲＬ：ＵＲＬ：ＵＲＬ：        

http://www.aeon.jp/information/radioactivity/index.htmlhttp://www.aeon.jp/information/radioactivity/index.htmlhttp://www.aeon.jp/information/radioactivity/index.htmlhttp://www.aeon.jp/information/radioactivity/index.html    



 

１１１１．．．．自主自主自主自主検査体制強化検査体制強化検査体制強化検査体制強化についてについてについてについて 

水産物水産物水産物水産物についてについてについてについて…＜＜＜＜水水水水域域域域をををを特定特定特定特定したしたしたした自主検査自主検査自主検査自主検査のののの対象対象対象対象魚種魚種魚種魚種をををを６６６６魚種魚種魚種魚種からからからから１３１３１３１３魚種魚種魚種魚種へへへへ拡大拡大拡大拡大＞＞＞＞ 

従来も当社は、回遊性魚種については、海域を特定したサンマ、秋サケ、

カツオ、サバの４魚種を毎週、自主検査するとともに、沿岸性の魚種に

ついては週ごとに２魚種を抜き取り検査しておりました。 

今後は、回遊性魚種について、ブリ類、真イワシ、真アジ、スルメイカ

を新たに検査対象に加え８魚種を対象とするとともに、沿岸性魚種につ

いても真タラ、カレイ類を加えた３魚種を拡大し、毎週のモニタリング

検査対象を６魚種から１３魚種に拡大しております。 

また、漁港で冷凍加工するスルメイカ、サンマ、サバなどについては、  

ロット単位で検査を実施してまいります。 

 

畜産物畜産物畜産物畜産物についてについてについてについて…＜＜＜＜牛肉牛肉牛肉牛肉にににに加加加加ええええ豚豚豚豚肉肉肉肉・・・・鶏鶏鶏鶏肉肉肉肉・・・・ミンチミンチミンチミンチ肉肉肉肉ででででもももも自主検査自主検査自主検査自主検査をををを実施実施実施実施＞＞＞＞    

従来もイオンのブランド「トップバリュ国産黒毛和牛」について全頭検 

査するとともに、その他の国産牛肉について取引先さまに全頭の自主検

査を依頼しておりました。 

今後は「トップバリュ」以外の国産牛肉、「トップバリュ」を含めた国産

の「豚」「鶏」「ミンチ原料肉」について、東日本エリアにおいて毎月１

検体を自主検査してまいります。また、「トップバリュ国産黒毛和牛」に

ついては、今後検査方法を変更し、より効果的な検査体制を実現するこ

とも検討してまいります。 

 

農産物農産物農産物農産物についてについてについてについて…＜＜＜＜自主検査自主検査自主検査自主検査のののの対象品種対象品種対象品種対象品種、、、、検査頻度検査頻度検査頻度検査頻度をををを拡大拡大拡大拡大＞＞＞＞ 

従来もイオン直営農場および「トップバリュ」「トップバリュ グリーンアイ」 

契約農家の方々のご協力を得て、各種商品の出荷前にサンプル検査をし

ておりました。 

今後は、検査頻度を上げるとともに検査品目を拡大してまいります。ま

た、直接取引している農場の産品についても協力を依頼し徐々に検査品

目を拡大してまいります。 

 

コメコメコメコメについてについてについてについて …＜＜＜＜イオンイオンイオンイオンののののブランドブランドブランドブランド「「「「トップバリュトップバリュトップバリュトップバリュ」」」」米以外米以外米以外米以外でもでもでもでも自主検査自主検査自主検査自主検査をををを実施実施実施実施＞＞＞＞ 

従来も「トップバリュ」のお米について、各生産者のサイロ・倉庫に 

おいて約２００トンの玄米ごとに検体を抜き取り検査しておりました。 

今後は、「トップバリュ」以外のコメについても独自の抜き取り検査を実

施してまいります。 

イオンイオンイオンイオンのののの自主検査自主検査自主検査自主検査体制体制体制体制についてについてについてについて    

検査対象商品 ３３３３月中旬月中旬月中旬月中旬～～～～現在現在現在現在のののの検査数検査数検査数検査数（（（（約約約約７７７７カカカカ月月月月））））    １１１１１１１１月月月月～～～～来年来年来年来年１１１１月月月月（（（（約約約約３３３３カカカカ月予定月予定月予定月予定））））    

畜産物 約２,８５０ 牛肉牛肉牛肉牛肉にににに加加加加ええええ豚豚豚豚肉肉肉肉・・・・鶏鶏鶏鶏肉肉肉肉・・・・ミンチミンチミンチミンチ肉肉肉肉    

ででででもももも実施実施実施実施    

水産物 約８０ 週週週週１１１１検査検査検査検査をををを６６６６→→→→１３１３１３１３魚種魚種魚種魚種にににに拡大拡大拡大拡大    

農産物 約４５０ 対象品種対象品種対象品種対象品種、、、、検査検査検査検査頻度頻度頻度頻度をををを拡大拡大拡大拡大    

コメ 約２２０ トップバリュトップバリュトップバリュトップバリュ米米米米以外以外以外以外ででででもももも実施実施実施実施    

合計 約３,６００ ３３３３カカカカ月月月月でででで約約約約５５５５,,,,００００００００００００件件件件をををを実施実施実施実施    



 

２２２２....検査検査検査検査結果結果結果結果をふまえたをふまえたをふまえたをふまえた販売体制販売体制販売体制販売体制についてについてについてについて    

 

検査の結果、検出限界値を超えて放射性物質が検出された場合には、早急に産地・漁場

を変更するとともに、検出限界値を下回ることが再検査により確認されるまで当該産地・

漁場と同じ商品群の販売を見合わせます。 

 

この「同じ商品群」とは、たとえば農産物については同じ産地エリアの当該商品、畜産

物は同じ生産者の当該商品、水産物は同じ水域で漁獲された当該商品を指します。 

    

    

【【【【当社当社当社当社のののの考考考考ええええ方方方方についてについてについてについて】】】】    

 

今回、当社が検査体制の強化ならびに情報公開を進める決定をしたのは、福島第一原発

の問題の長期化をふまえ、お客さまが安心して生鮮品を食することができる体制を構築す

ることが喫緊の課題であると考えているからです。このような状態が継続されれば、国内

全体の食品に対する不信感が増長しかねないことから、流通最大手としての責任を果たす

ため率先して実施するのが当社の義務であると判断いたしました。 

 

これまでもイオンは、東日本大震災以降、食品の放射性物質の含有量について、牛肉や

米・野菜、鮮魚などの自主検査体制を強化してまいりました。 

しかしながら、３月の震災発生以降お客さまからは、商品に関する「放射性物質の検出

数値」や「産地・水域表示」を求める声が全体の約９割を占めています。 

こうしたお客さまの声を当社は重く受け止め、お客さまが安心して生鮮品を購入出来、

食卓にご提供するには、これまで行ってきた自主検査体制をさらに強化するとともに、 

「商品の産地・漁場」「自主検査の数値結果」を含めた情報をすべてお客さまに公開し、  

お客さまご自身で「この産地のこの商品は大丈夫」と安心してお買い上げいただける体制

が求められていると判断いたしました。 

 

その一方で、お客さまが安心して生鮮品を食することができるには、イオン１社の取り

組みだけでは不十分であり、安全を担保できた商品を流通させる仕組みを官民一体となっ

て構築する必要があります。 

 

たとえば、鮮魚について、当社が加盟する日本チェーンストア協会では、被災地の漁港

での検査体制を官民一体となって強化していく必要があると政府にお願いしております。

同様の取り組みの拡充こそが全国のお客さまの安心につながると考えています。 

 

今後、当社は、政府、生産者、流通業の三者が一体となった生鮮品の「安全・安心」の

担保と持続可能な生産・流通体制の構築に向けて積極的に取り組むとともにお客さまへの

さらなる情報公開を実施してまいります。 

    

    

    

    

    

    

 


